
































43.金融政策 の協調 という俵点 らみると､ まずG 4を創設 し次 にG 5その後G

7に発展 させ ていった経過は､ 国際マ クロ経

多に対する幻

調過程 における削度経過

の反映であった｡ ヘルムーート ･シュ ミッ ト氏 およびヴァレリー

ジスカール ･デスタン氏はともに創設時の グルー ブ

ほ これもきわめで有益 であったと

なった ころ､ 国家も しくは政

これ

な広

G 7サ ミッ ト誕生の由

ていない｡ 無意味な政

で､

45

央銀行

て

用や堺

宣言 を

している｡ 両氏は､ そ

で同様の組

ッ ト会議 C蓬 を何も下 さず､

綾するなをよそに､箱 の

ない慣例的もまっ

た く達成 し的な意味 あい

を強めるばカ を推進 させ よう



会 に参与 している｡ G 7はまた､ 先進 および開発途上舘

ぴその暫定委員会の意志決定 において重要 な孝

秤

を果た

危

考 える

れるの

はない

の長 を

1947年以

を成功裡

ムに育てるこ

しま

っ48 てい る

o G 7の大 田比

率､ 富､ブ

に参与 すウル グ



50･ グローバルな金融市

場の発展 は､ かつて IMを民営化 した｡ これ は､

能 な国 による

開発資金調達 においても においてもいえることウッズ機関の役都

を減 少 させ た｡ とりわけ､ 環境分野 におけるこれ らに対 す る批判 の高 ま りを考慮 し､ 両者の使命 は調∫整 され るべ

きであ る｡P51･ O EC Dはこれ まで､ メンバー諸国のマクロ経済お よ

び他の分析

､ 研究話 も､ ここ数

業率 の低 い轟 どに対 し伝間その重成長 といっ的 に貢

献 してきたo Lか し非 メンバ

ー諦悼 ブ レ トンの実績対話のほか､国 との経済対増 している｡ 構造 と配分 の問題

､ すなわち就国内外政策論 争の中東 である ことか ら､ グローパルな構造問題 に対 する分析能力および知識 を

有すOECDは､ その虐越 した

カ を発揮 す るよう求め られの相 互 関係 お よび社会政熊､ 教 いる｡ OECDは また､ マ クロ経済 と

構造救難 と敢鰍 労働市場政策な ど異 なる構造政熊間の相互作用 によ り良 く対

処 す る能 力 を備 えている｡ OECDはGATT 機 にはWTo) と協力 し､ 摘 発

易 システム を保証 し､ 盛易 と環境､ 貿易 と投 資､ 貿易 と探究､ 貿易 と競 争､ 貿易 と労働基準 など､ 既存の また新

たに生 じる貿易問題 と対処す る大 きな役割 を担 っている｡52･先進 ･開発途上

世界双方の小国の一部 にみ られ る不満や疎外感 を考慮 し､ 多様 な地球的状況 と利

益 を反映サ庵 ような､ 同時 にあ まり負担 にな らないような集団的意志決定 を目的

と したグローバルな経済協力の選択肢 が い くつか浮上 している｡ その中の提案の ひ

とつに､ G 5の大蔵大臣 ･中央銀行総裁 お よび非G 5諸国の代表者 7人 も しくは

10人か らなるフォー ラム を (ブ レ トン ウッズ制度の枠組みの中で)創 設 す るこ
とがある｡ これは‡鋤 国 を限度 とした母体 とす る｡ その他 に



も国連 の中 に､ 12人か ら15人の大 大臣および中央銀行系

開発安全保障蚕桑会 を設置する

という講 にのみ出席 してい る大蔵大臣

の他 の側面 を撞 当す る閣 ブ レ トンウ

集の立案 は有益 な方 向 に向か う

のは間金

融市の系

耗る｡ 投機的

と資金 の の グロー

ノル化 と地

球規きほ グローバルな金

関の中に議も危険 にさらしている｡ 金定性 は国際 レベルで取 り組 まなければな ら

い う問題

‖55 国運

もの立案 に

府 は協力のは､ 国

違い とい うこ をメンバー と

す る経る‖ 現在 ブレ トンウッズの会

ち､ また経をもた らし､ 必要 とされ



解 (それは転 て国

内的な部門 ロ際協 力が取 り上 げ ら

れるといったな進歩 と

協 力 といったった｡ これ は最高

レ務総 長 を 長 とする

､い らだ ち定 を取 り入 れて き

56. こ

果 たせ協た ら し7T;

傘 を供尊

は､ よ

り栗 をもた -集団 を強化す る効果 を持っが

)か らのみ

国をも

た らECO S

て いる



な改革 に関 し､北

に､ 細心の注意 を た合意 を

袋小路か ら脱 け出すひとつ

Lは受 け付 けないとする包

会の任命

しても明とし

ては､ 受ある

｡ この賓告番

､ 青草 なメー ター を基盤 に包括案 を打 ち出 し

てい くベ墜盟 横的挑 的 示す よう結果 を生み

出す とは限 らない

｡堰ま

､ 多 くの例的 に削

であ斗る｡ するな人 口爆発への対処 と持続可能な 人的開発

の推進強 境 符罪61･

次世紀 の後半 に世界の大シナ リオが推定 している

｡ 次出産率､ すなわち

ければな らない｡ 2性 1人

ミ可能 かも しれな

い｡億加算 されて しまいかねない｡

今後数年問 にとられ

る敢るべ き現実 とその じゃ影響 は､

けれ ばな らない｡ この異る最 も威圧 的な挑戦 である｡

人か ら成 0億人

の間人 口を安定 させ

均数 を2.1人

まば､

人 口は110れ るとする

と､現実の

に大 き くかかわ

って くる｡旨

日生界のともいえ



62. 出産率 の全体

a) 避妊具 の入手

で望 まれな い妊娠

上世 界

模

減 少は､ 多様 な方策 によって達成 しうる｡

蚤路 の拡大

阻止す

は出産可能

ら現在で は55パーセ

史的平均 の

少 し､ 今 日の

ン トを優 に

その 用 :健界 におけ

いった意味での

る避妊具の普及 (無計画

こった｡ 開

具へのア クセスは､ 30年前

える数億 となっている｡ そ

家族 あた り6人の子供か ら (ほぼ全ての社会

おいては約3.8人となっている｡ 世

-セン ト以

おいて)かな

出産合計率

は､ 目標値 で ある一家族2･快 に対 し3･4人である｡ しか し､ 開発途上国で この レ

ベル に運 した国 はい まだない｡

派信用 などへのアクセスの拡大

｡療所 などを含む基本的な保健サー スの

拡充｡e) 子供 に対 す る男

性の兼任天性 を意識 け出

産減 少に63. 1994年 9

月 にのカイロ人 口

に実施 され

る敢推定 されて いる｡ 現 塵予定の

よ り明確 に定義づ

けることで､ 子焼く｡口と開発 に

画素 一一2000年 まで

にフの する国

運会ために提示 さ計上 されてい

る全 O D

Aの 1パーセ ン トに しか らない｡ 避かな国 々が それぞれの通常の負担 を負 うこと

に負担額 は一 日につき約 1

セン トは -22- つことの採択 さ

れる運 びの拡大 を図 る--

のもと数値

は､ 110億府開



の拡充 は､ より多 くの資金 を必要 とずる｡ 開発途上国は､ 提案 された計

画 と措置の実効 を可能 とずるため に､ それ れの国家予

し､ 必要 とされている資金の大部分 に 自ら寄与する こと

64.多国間 システムへの挑戦 は､ 言

す るか

F画 をい

はない｡ む しろある一一定の

門知識 や技術的ア

って､ それ

て支援 さ

具体的レベルでは､ 出産の間隔 を開

けることき上 げ

るため にな く､

グ行

の ように

ているのす るマ- シ

り効率 的に 律 を再

検討すにもお よ



では､ この側面 に対応 する方

67･必襲 な財源調達 のための方

を考察する｡

定 する努 力は､ 多 薯構造､ 意志決定 およ

び開発援助 プ ログラムの管理 など､

現在 の制度 では､ なす

急な改革 によって

きことも果たせ ないだろ う｡

わ る個別の国連資金 と計画 を一つの部局 に

るとみ られるが､ こ

僚

[コ

描

すると､

まブ レトンウッズ体制 のな

(IDA :第二世銀)の規

資金 を管理 する能力

統 一機関 を創設す ること

で しかない｡ この ような部

えるように構成 されるべ きであ る｡ 開

きである｡

的開発 にかか

50億米 ドル

いる国際開

はるか に犬

ための匡I

によって･ それぞれの少額基金の管理 と､ 対抗 する官

籾 と取 り合 い合戦 をする個別 の運営機関の必要性 を打 ち消す ことがで きる｡

ほ とん の国の国内政

0年代 の世界 は

人 は途上国､50

球温畷化 は､ 途上国 におけ

おける500万人の増加のほう

関 は､ これ らの問題 に対

動 向や工

70.経

化 をいか に改善す

政策 の焦点 は､

れていた｡ しか し西欧 と

を環境問題 に よって喪失

続不可能な 発 を推進 し､ イ

の人 口増 を見 ることになろ う｡

における増加である｡

加

1990年代の

もた らす結果

その生活様式 によってきたすもの

を国際 レ

している｡ 東欧詔

途上諸国の い くっか は･ 10か ら18パーセ ン ト

- 24 -

レで高め ることか ら

ばな らない｡

よGか ら10パーセン ト



かではあるが､ 着実 に増 えている｡経済政策ぬ.照

変更 す る必要 あろ う｡

71･2500万人の環境難民 は､ す

50パ ーセン トl

生活 をもはや

にあ らゆる形態の伝

上回 っている｡ こうした人

で きな くなって しまった

まそれぞ

よ1億人 を超 えて しまうかも しれない｡ そ して

だろう. この傾 向C

化す るだろ う｡ も し

れるのな ら､ 現

栄

にわ たって年間平均4000万

72.開

た タイ

は､ 先

われわ

に開発連立世界における職

2025年 には30億

を持続 可能な成長に

を少な くと

十年の 二は､ 数億人 を

餓 によってさらに悪

た新入者 をその職業人 ロに組 み入

刺 す る労働 力 持対 し､ 将来

雇用創 出を達成 しなければな らない｡ 失業 はす

する可能く新 しい走世界だけで必要 とされている膨

大な雇用数 を見ても､必要 とされていることが

してきた道筋 をたどきわめで密接 につながっていること

なければな らない｡ が らみで

､ー25- る

｡



優 先事項 を決定 することを含めて､

国内または国際政熊のリの影響力 を行使で きる大蔵

大 臣74. C SDは､ 現在検 参画

していない｡

う奨励 され るべ きで

あ り､ それによってそん どない分析 告 を提 出 さ

せ るのがで きる｡ C SDは､ 国内政

策が煤 罪れだけ貢献 したか､ または失敗 し



78.地球温頓化 を樫 させ るためには､ 二つの国際的な側面

る｡ 一つは､ 拘束力があ り実行

つは､核融合､ 太陽エネ

溌源の開発

対

otovolt

人への大

技術の開発 と省エ

ネ技的 な努

力もある｡ さ

らになども改善 さ

各

問8l･建設的 な官僚指

導 を位の人選過程 により一層

磨 その機 の対応が必要

であに合意 にされた協定

の弓熱エネル

際枠組 みは当

然 だんだもの 究 プログなければならない｡ ヒで､ も

う-した処理や庶葦炉 の安全な解体法 を模索す

るた子カェネルギー機構 (IA EA)

の協原子力発電

所なければな らな

い｡政や影響力 をあ か しめ

-27- -

1

もとに強



82. さまざまな努力 にもかか

とい うことは､ 敢

あった と

の､ 大

際

失敗､ 汚職､

思 われる｡ しか し最も重要なのは､ 発 と平

葵な財源の欠如 に起因 しているということ

生み 出す症状 は､ 国連 およびその社会経済部

は解決 されない｡

持

鷲 失敗 に終 わってし

83･逆説的 な ことだが･ 国運 とその諸機関は､ かな りの資金 を必要 とする-層複

題 に直面 しているにもかかわ らず､

育むので､ コンテス トと して

- コス ラビア 直面 して

など絶対 にあ りえない｡ 現在

の権利 を保 す る加盟国 とし

する考 えをさらに強 めなけ

常予算の分担金の

ても､ 国連組織 のノ

限内払い込

ツクポー ンを

か ら､ 拠出金の土限､ 下限 または

定 も調整 されなければな らない｡

-28-

恒久的財政危機 に遭遇 している｡

金 メカニズムを

ほ､ 多 くの国

している.

に通告 される
.t

拠 出

現実には滞

納金接わない

力＼と､ あとの

な国内制度 も黙



85.国連の財政

れ､ さらに

的命運は､各国政府 それぞれの 政赤字 を厳 しく考えるのにつ

うくなると思われる｡ これは､ 多国間 目的の支出能力の国内支出に

対する抵抗 力に影響 を与え

86.削

の

果 となる｡

持するための義務的襲用以外 にも､例 えば

開発 と人道的活動 (UNDP､

計画)皮 拷

務 を伴わない

金 によって賄われている｡

能なシステムを作 り上げ

必

接が保証 されるべき

代 的な進め方

88.過去数十年の間に､ 持

他 と無関係 な個別の財政支

きやす く未調整な

ければならない｡

財政推計や､

迎 システムの中

UN iC已F､ UNFPA､W FPな

発 を推進

分担の概念 に基

去数十年間にわた

疏

拷

A【コ

不

行

-29- 動

は､ 主だった 特別機

出国政府に約束 された自主的



89.持続可能 な関 ニ関する

れる資金 を世界が必要 とし

を課 す ことで この膨大な

サー ス分野 に直結 した､

空旅行 ･出発料金な ど

ス ;グローバル化す る金

ような活動計 二対 する

動だ拶

ことをめ

栄 井にも上 ると推定 さ

って､ 特定の国際

るだろうか とい う設

うことは想像 に難 くない｡ しか し､ この よ

々の十分 な支持 を必 とし､現在の

注意 を払わなければな らなし

平

現在 お 流 れを安

定的にらゆる新 しい

椴の支なった リ､ 今 に何 ら

かの税さ

れてい郵

便サー)

は､ こために

さらもの

かも し民主

的にそ

の ようレか

ら､ま

､通一に特別
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